端末装置、回線の変更等に関する願書
平成　　年　　月　　日
日　　本　　銀　　行
御中
（金融機関等名）
　　　　　　　　　　　　　　 （注１）
(注２)

当方　　　　　　　では、日本銀行金融ネットワークシステムを利用するに当っての同システムの専用端末装置、回線について、今般、下記のとおり変更いたしたく、お願い申し上げます。(注３)
記
 eq \o\ad(変更事項,　　　　　)      　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

変更希望日      　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 eq \o\ad(変更事由,　　　　　)      　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

（注１）　頭取、社長もしくは理事長等またはその者から日銀ネットに関する権限を付与された者が記名捺印または署名。
（注２）　利用先の店舗名（店舗の届出がない場合は金融機関等名）を記載。
（注３）　願書の文章は、変更の内容に応じ各利用先において適宜変更することもできます。
共シ75(1) 13.1
（１）端末設置部署､回線は以下のとおり。
	
増設、廃止、変更の別
	（注１）
端末装置の機種
()内は台数
< >内は端末番号
	端末装置の設置部署
［ ］内は上記部署の所在地＜ビル名・階数も付記＞､電話番号
	回　　　　　線
通常回線および(  )内の予備回線について該当箇所に○印を付す
	収容電話局名等
(  )内には予備回線の収容電話局名および主経路、異経路区分を記入
	回線工事
連絡者所属・氏名
(  )内は電話番号および内線
	（注２）
屋内配線の自・直区分
（該当に○印を付す）
	（注３）
NTCﾌｧｲﾙ伝送､
FDﾃﾞｰﾀ交換の
ｵﾌﾟｼｮﾝ機器
設置
	（注４）
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（ＩＤＦ荷札渡し）
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金融機関等名、端末設置店舗名：
上　記　コ　ー　ド 　　：
（２）端末構成を図示すると以下のとおり。
共シ75(3) 13.1

（３）受信端末の登録は以下のとおり（注１）。
	端
末

機

種
	端
末
番
号
	ＥＸ一方通知電文受信端末（注２）（注３）
	一
斉
送
信
受
信
端
末
	リ
ン
ク
先
端
末
番
号
	迂
回
出
力
端
末
番
号
	迂
回開始端末

	
	
	共



通
	当座勘定１
	当座勘定２
	発



券
	外

為

１
	外

為

２
	外

為

３
	外

為

４
	外

為

５
	外

為

６
	外

為

７
	外

為

８
	外

為

９
	外

為

10
	国
債
発
行
	国
債
登
録
	国
債
振
決
	国
債
売買
１
	国
債
売買
２
	Ｄ
Ｖ
Ｐ
１
	Ｄ
Ｖ
Ｐ
３
	Ｄ
Ｖ
Ｐ
４
	社債等ＤＶＰ１
	社債等ＤＶＰ２
	社債等ＤＶＰ３
	金融調節等入札連絡１
	金融調節等入札連絡２
	金融調節等入札連絡３
	金融調節等入札連絡４
	金融調節等入札連絡５
	与信・担保８
	与信・担保９
	与信・担保10
	与信・担保11
	与信・担保14
	与信・担保15
	ＤＶＰ同時担保１
	ＤＶＰ同時担保２
	担保（同時受払）１
	担保（同時受払）２
	担保（同時受払）３
	担保（同時受払）４
	担保（同時受払）５
	国債共通
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注1) 受信電文による出力端末の違いについては、日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）第１編Ⅲ．３．を参照。
(注2) ＥＸ一方通知電文の電文種類グループ区分は、日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）第１号書式（参考）を参照。
(注3) ＮＴＣファイル伝送機能の利用先であり、かつ障害時の対応としてＭＴ持込を認められている先は、外為１から同９に関し受信端末の登録を行う場合には、少なくとも１つのＮＭＴまたはＮＳＴを登録してください（ＭＴ持込にかかる電文には、ＮＲＯでは受信できない電文が存在します。）。

共シ75(4) 15.3
（注１） 「端末装置の機種（台数）」欄には、クラスタ型の場合はＮＴＣ１台毎の端末構成（ＮＭＴまたはＮＲＯの台数）を記入、スタンドアロン型の場合はＮＳＴ１台毎に記入する。また、「同＜端末番号＞」欄には、その台数毎に、ＮＴＣは２桁、ＮＭＴ、ＮＲＯ、ＮＳＴはそれぞれ３桁の番号を記入する。�  なお、端末装置の機種名は、「ＮＴＣ２」、「ＮＭＴ２」、「ＮＲＯ２」または「ＮＳＴ２」と記入する。


（注２） 「屋内配線の自・直区分」欄には、ＭＤＦからＤＳＵまでの構内線工事について、総て自社で行う場合は「自営（ＭＤＦ荷札渡し）」を、また、ＤＳＵまでの間の工事をＮＴＴに依頼する場合で、依頼箇所がＩＤＦまでの場合は「直営（ＩＤＦ荷札渡し）」を、ＤＳＵまでの場合は「直営（端末直前まで）」をそれぞれ選択し、○印を付す。


（注３） 「ＮＴＣファイル伝送、ＦＤデータ交換のオプション装置」欄には、ＮＴＣファイル伝送機能を利用する先でＳＹＮ同期通信制御機構の設置がある場合は、同機構を設置する端末装置（ＮＴＣ）欄に「ＮＴＣファイル伝送」と記入、また、ＦＤデータ交換機能を利用する先のうち、旧仕様端末で使用していたオプションの８インチＦＤを新仕様端末で引続き使用することを希望する先はファイルキャビネット接続機構を設置する当該端末装置（ＮＴＣまたはＮＳＴ）欄に「ＦＤデータ交換８インチ」と記入する。


（注４） 専用バックアップ端末である場合は、「備考」欄に「専用バックアップ端末」と記入する。


共シ75(2)  15.3




















